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第１章 学校施設整備計画の背景・目的等 

 １ 背景 

本市の多くの学校施設注 1 は、昭和 40 年代後半から 50 年代にかけて建築され、建築後

30 年を超える建物が全体床面積の約90％を占め、老朽化による建物自体の寿命や設備の不

具合等の課題を抱えています。また、少子化などの社会状況や教育内容・教育方法等の多様

化、防災機能の強化、バリアフリー、環境への配慮など、学校施設へのニーズが時代ととも

に変わり、必要な機能を十分維持できなくなりつつあります。 

公共施設の老朽化の進行や財政負担の増加などは、本市の学校施設に限らず全国的な共通

の課題となっており、国では公共施設等の総合管理計画策定を各自治体に求めています。 

このような中、本市の公共施設の合計床面積の 40％以上を占める学校教育系施設につい

ても、施設の今後の老朽化対策について検討すべき時期を迎え、適切な施設改修や施設の有

効活用、財政負担の平準化などの施設の維持管理マネジメントが求められています。 

 

注1 学校施設：大和郡山市公共施設等総合管理計画に基づく学校教育系施設 

（小・中学校、幼稚園・こども園、給食センター等） 

 

 

 

 

 

 

校舎屋上（小学校）        校舎外壁（小学校）         教室（小学校） 

 

 

 

 

 

 

    校舎屋上（中学校）         校舎外壁（中学校）         教室（中学校） 

 

 

 

 

 

 

     園舎屋根（幼稚園）        園舎外壁（幼稚園）          教室（幼稚園） 

図 １-１：大和郡山市の学校施設の状況 
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 ２ 目的 

多くの公共施設が更新時期を迎えている中、保有施設の長寿命化による有効活用や維持保

全の効率化による施設整備費の縮減が重要な課題となっています。既存建物を長く使い続け

られる長寿命化計画の導入は、従来の建築後40～50 年で改築する整備計画に比べて工事費

が抑えられることから、中長期的にみて財政負担の軽減に有効と考えられています。 

本計画は、本市の学校施設・設備の更新・改修および維持保全の中長期的な計画の策定に

より財政負担の縮減・平準化を図りながら、安全・安心な教育環境を継続的に確保すること

を目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-２：改築中心から長寿命化への転換イメージ 
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 ３ 本計画と関連するその他の計画等 

国が策定した「インフラ長寿命化基本計画」（平成25年）においては、各自治体は、イン

フラの維持管理・更新等を着実に推進するための中長期計画の方向性を明らかにし、整備の

基本方針として「公共施設等総合管理計画」を策定することとされています。 

本市では、「大和郡山市公共施設等総合管理計画」（平成 29 年）を策定しており、本計画

は、その中の学校施設に関する個別計画に位置づけられます。 

学校施設に関する国の指針等としては、「学校施設の長寿命化改修の手引」（平成26年）、

「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」（平成27年）、「学校施設の長寿命化計画策定に

係る解説書」（平成 29 年）（以下、解説書という。）が公表されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-３：本計画と関連するその他の計画・指針等の関係 
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 ４ 計画期間 

本計画の計画期間は、2019 年度から 2058 年度までの 40 年間とします。 

 

 ５ 対象施設 

本計画の対象施設は、小学校 11 校、中学校５校、幼稚園９園、こども園２園、給食セン

ター等とします。図１-４と表１-１に学校配置、施設一覧を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-４：対象施設の立地 
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表 １-１：対象施設の概要 

 

 
注１ 建築年    校舎棟等が複数ある場合は、校舎棟のなかで最も古い棟の築年を示す。 
注 2 主要な構造  主要な校舎の構造区分で、RC は鉄筋コンクリート造、S は鉄骨造、W は木造を表す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

区分 学校名 所在地 建築年注1 主要な構造注2 
延床面積

（㎡） 

小学校 

（11） 

郡山南小学校 柳町 85 番地 1971 RC 5,523 

郡山北小学校 北郡山町 115 番地 1971 RC 5,048 

郡山西小学校 田中町 632 番地 1977 RC 5,494 

片桐小学校 池之内町 117 番地 1972 RC 6,332 

片桐西小学校 小泉町 1618 番地 1972 RC 5,718 

矢田小学校 矢田町 966 番地の 2 1972 RC 6,361 

矢田南小学校 山田町 83 番地 1982 RC 6,276 

筒井小学校 筒井町 120 番地 1972 RC 4,876 

平和小学校 美濃庄町 262 番地 1972 RC 6,684 

昭和小学校 額田部北町 555 番地 1979 RC 5,764 

治道小学校 横田町 254 番地 1979 RC 3,929 

        （小学校計） 62,005 

中学校 

（5） 

郡山中学校 柳町 404 番地 1982 RC 10,292 

郡山西中学校 田中町 767 番地 1973 RC 8,595 

片桐中学校 小泉町 173 番地の 1 1986 RC 8,639 

郡山南中学校 筒井町 398 番地 1983 RC 9,067 

郡山東中学校 若槻町 134 番地の 2 1983 RC 7,313 

        （中学校計） 43,906 

幼稚園 

（9） 

郡山北幼稚園 北郡山町 115 番地 1971 RC 978 

郡山南幼稚園 柳町 85 番地 1971 S 1,069 

郡山西幼稚園 田中町 723 番地 1974 S 1,005 

片桐幼稚園 池之内町 167 番地 1969 S 1,253 

片桐西幼稚園 小泉町 1658 番地 1973 S 694 

昭和幼稚園 額田部北町 555 番地 1971 S 779 

筒井幼稚園 丹後庄町 177 番地の 3 1974 S 824 

平和幼稚園 美濃庄町 533 番地 1972 S 865 

矢田南幼稚園 山田町 82 1982 S 948 

こども園 

(2) 

治道認定こども園 横田町 254 番地 1974 S 531 

矢田認定こども園 矢田町 774 番地 2018 RC 964 

（幼稚園・こども園計） 9,910 

給食センター 

(2) 

あすなろ（小学校） 高田町 347-1 2015 S 2,951 

おおぞら（中学校） 矢田町 4563-1 2005 S 1,839 

その他 城址会館 城内町 2-7 1908 W 688 

（給食センター・その他計） 5,478 

合 計 121,299 
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第２章 学校施設の実態 

１ 学校施設の運営状況・活用状況の実態 

⑴  学校施設の保有面積 

本市が保有する学校施設の延床面積は約 12.1 万㎡です。小規模な倉庫、部室、駐輪場等

を除く本計画の対象面積は 11.8 万㎡です。2019（平成 31）年時点で築 30 年を超える

学校施設の床面積は合計約 10.7 万㎡で、10 年後の 2029 年時点には約 11.1 万㎡になり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１：学校施設（計画対象施設）の建築年代別床面積 

  ⑵ 児童生徒数の推移    

「国立社会保障・人口問題研究所」（以下、社人研という。）が推計した人口推計（平成

30 年公表）から本市における年少人口（0～14 歳）の減少率を算出し、現在の学校の児童

生徒数から今後の小・中学校の児童生徒数を推計します。推計方法は、下記によります。 

 

 

 

 

  

① 社人研の推計より 5年ごとの年少人口（0～14 歳）の減少率を算出する。 

② 2020 年以降の推計値は、2015 年の各学校の児童生徒数の実績値に①の減少率を乗算して推

計値を算出する。 



 

7 

 

ア 小学校の児童数の推計 

11 校の児童数の合計でみると、2060 年には、2015（平成 27）年の 47％程度まで減少

すると推計されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-２：小学校の児童数の推計（2015 年の実績値及び 2060 年までの推計値） 

※ 治道小学校は、2012（平成 24）年から小規模特認校に指定されていますが、この推計にはその影響は反映していません。 

  

実績値 推計値 

減少傾向 

（人） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

郡山南小学校 620 561 502 457 419 392 364 338 314 292

郡山北小学校 553 501 448 408 373 350 325 302 280 260

郡山西小学校 474 429 384 350 320 300 278 259 240 223

片桐小学校 442 400 358 326 298 279 260 241 224 208

片桐西小学校 448 406 363 331 303 283 263 244 227 211

矢田小学校 293 265 237 216 198 185 172 160 148 138

矢田南小学校 307 278 249 226 207 194 180 167 156 145

筒井小学校 405 367 328 299 274 256 238 221 205 191

平和小学校 337 305 273 249 228 213 198 184 171 159

昭和小学校 426 386 345 314 288 269 250 232 216 201

治道小学校 66 60 53 49 45 42 39 36 33 31

合計 4371 3958 3542 3225 2952 2764 2567 2385 2215 2058

2015年比 100% 91% 81% 74% 68% 63% 59% 55% 51% 47%

推計値（人）
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 イ 中学校の生徒数の推計 

次に中学校の生徒数を推計します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-３：中学校の生徒数の推計（2015 年までの実績値及び 2060 年までの推計値） 

 

 

 

 

  

実績値 推計値 

減少傾向 

（人） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

郡山中学校 839 760 680 619 567 530 493 458 425 395

郡山西中学校 336 304 272 248 227 212 197 183 170 158

片桐中学校 301 273 244 222 203 190 177 164 153 142

郡山南中学校 531 481 430 392 359 336 312 290 269 250

郡山東中学校 196 177 159 145 132 124 115 107 99 92

合計 2203 1995 1785 1625 1488 1393 1294 1202 1116 1037

2015年比 100% 91% 81% 74% 68% 63% 59% 55% 51% 47%

推計値（人）
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  (3) 学級数の推計 

ここでは、図２-２、２-３の推計値を使い、さらに各学校の５年ごとの学級数を推計しま

す。算出条件を下記に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２-１の推計によると、2060 年頃に 12 学級未満になる学校数の見通しは、小学校は

11 校の内 9 校、中学校は 5 校の内 4 校です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 各学校の児童生徒数を小学校は６学年、中学校は３学年で割り、各学年の人数を算出する。  

② ①で算出した人数を 1学級当たりの児童生徒数の最大値で割り、学級数を算出する。本市では 1

学級当たりの人数を小学校１年は35人以下、小学校２年から中学３年は40人以下としている。

③ 学年ごとの学級数を合計して各学校の学級数を算出する。 
   
例）小学校 児童数 225 人の場合 

   ① 225 人÷6学年＝37.5 ⇒ 38 人/学年 

   ② 1 年 生  38 人÷35 人/学級＝1.086 ⇒ 2 学級 

     2～5 年生  38 人÷40 人/学級＝0.950 ⇒ 1 学級/学年    
   ③ 2 学級×1学年＋1 学級×5学年＝7学級 ・・・・・・・・・・・・ ７学級 

凡例）       12 学級未満の場合 ※2015（平成 27）年の学級数は実績値を記載。 

表２-１ 学級数の推計（2015 年の実績値及び 2060 年までの推計値） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

郡山南小学校 21 18 18 13 12 12 12 12 12 12

郡山北小学校 18 18 13 12 12 12 12 12 12 12

郡山西小学校 18 13 12 12 12 12 12 12 12 7

片桐小学校 16 12 12 12 12 12 12 12 7 6

片桐西小学校 17 12 12 12 12 12 12 12 7 7

矢田小学校 12 12 7 7 6 6 6 6 6 6

矢田南小学校 13 12 12 7 6 6 6 6 6 6

筒井小学校 14 12 12 12 12 12 7 7 6 6

平和小学校 12 12 12 12 7 7 6 6 6 6

昭和小学校 15 12 12 12 12 12 12 7 7 6

治道小学校 5 6 6 6 6 6 6 6 6 6

郡山中学校 25 21 18 18 15 15 15 12 12 12

郡山西中学校 11 9 9 9 6 6 6 6 6 6

片桐中学校 11 9 9 6 6 6 6 6 6 6

郡山南中学校 16 15 12 12 9 9 9 9 9 9

郡山東中学校 6 6 6 6 6 6 3 3 3 3

学校教育法施行規則 第 41 条では「小学校の学級数は、12 学級以上 18 学級以下を標準とする。」と定
めています。（同第 79 条により中学校にも準用される。） 

学級編成の標準 
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  (4) 学校施設の活用状況についての考察 

2018（平成 30）年における学校施設の活用状況について、本市の小学校の児童１人当

たりの校舎床面積の平均は、18.4 ㎡/人で、小学校の中では治道小学校が最も大きく 42.7

㎡/人です。中学校の生徒１人当たりの校舎床面積の平均値は 25.5 ㎡/人で、中学校の中で

は郡山東中学校がもっとも大きく 41.3 ㎡/人です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-４：児童１人当たりの校舎床面積（小学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-５：生徒１人当たりの校舎床面積（中学校） 

 

 

 

  

※校舎床面積、生徒数とも、平成 30 年度の数値を採用。 

※校舎床面積、児童数とも、平成 30 年度の数値を採用。 

平均値 18.4 ㎡/人 

平均値 25.5 ㎡/人 
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（5） 施設関連経費 

図 2-６は 2014（平成 26）年度～2018（平成 30）年度の学校施設（給食センターを

含む）の施設整備に係る関連経費で、各年度の改修費及び施設整備費を積み上げた金額です。

直近５年間の修繕費の平均が 0.7 億円/年、施設整備費の平均が 6.1 億円/年、合計の平均

が 6.8 億円/年です。 
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図２－６ 直近５年間の施設関連経費 

直近５年間の施設関連経費の平均 6.8 億円/年 

施設整備費の平均 6.1 億円/年 

修繕費の平均 0.7 億円/年 

2018 年度予算 施設整備費修繕費
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 ２ 学校施設の老朽化状況の実態把握 

学校施設の老朽化状況を、構造躯体の健全性と躯体以外の劣化状況に分けて調査します。 

 

  (1) 構造躯体の健全性の調査方法 

   ア 調査の概要 

従来のように築 50 年未満で建替えるのではなく、80 年程度の長期にわたって建物を使

用する為には、構造躯体が健全でなければなりません。耐震診断報告書などを基に長寿命化

改修に適さない可能性のある建物を選別し、維持・更新コストの試算における『改築』と

『長寿命』（長寿命化改修）の区分を明らかにします。 

 

   イ 計画策定段階の判定 

①  旧耐震基準注１の鉄筋コンクリート造の建物については、耐震診断報告書においてコン

クリート圧縮強度が 13.5Ｎ/mm2 以下のもの及びコンクリート圧縮強度が不明のものは

要調査建物として、『改築』に区分します。 

②  旧耐震基準の鉄骨造の建物については、現地調査結果をもとに判断し、概ね建築後 40

年以上で腐食や劣化の著しいものは要調査建物とし、『改築』に区分します。 

③  ①②以外は、『長寿命』に区分します。 

注 1 旧耐震基準：新耐震基準が導入された昭和 56 以前の耐震基準のこと。旧耐震基準は震度５程度の地震でほと

んど損傷しない水準。新耐震基準は震度 6 強～7 程度の地震で倒壊や崩壊しない水準。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-７：構造躯体の健全性の判定フロー 

 

  

RC
造

コンクリート圧縮強度
13.5N/m㎡以下

S造
W造
等

概ね40年以上で
腐⾷や劣化の進⾏が

著しいもの

旧耐震基準 新耐震基準 

耐震補強済み 
または 

耐震診断で耐震性あり 

耐震補強 

または、使用不可 

「要調査」

建物 

ＲＣ造でコンクリート
圧縮強度が 13.5Ｎ
/mm2 以下の場合は、
要調査建物として、
『改築』に区分する。ＹＥＳ

『長寿命』として区分 『改築』として区分 

ＲＣ造以外は、目視状
況により、長寿命化改
修に適さないと考えら
れる場合は、試算上の
区分を『改築』や『要
調査』とする。 

ＮＯ 

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ 

耐 震 基 準 

※上図は、解説書より引用し、一部編集を加えています。 
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  ⑵ 躯体以外の劣化状況の把握 

   ア 調査方法 

建物の屋根・屋上、外壁、内部仕上、電気設備、機械設備の５つの部位について、以下

の 2 つの方法で調査しました。 

①  書類調査 

      学校施設台帳、耐震診断報告書、改修履歴など、学校施設に係る既往データ等を整理

し、分析を行いました。 

②  現地調査 

      調査実施日  2018 年（平成 30 年）８月 20 日（月）～23 日（木） 

   調査方法  目視・打診 

    

   イ 評価方法 

     屋根・屋上、外壁は目視調査結果を、内部仕上、電気設備、機械設備は経過年数を、表

2-2 の通りのＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価します。 

 

表２-２：評価基準 ※解説書より引用。 

目視による評価【屋根・屋上、外壁】 

評価 基  準 

Ａ 概ね良好 

Ｂ 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし） 

Ｃ 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し） 

Ｄ 

早急に対応する必要がある 

（安全上、機能上、問題あり） 

（躯体の耐久性に影響を与えている） 

（設備が故障し施設運営に支障を与えている）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経過年数による評価 

【内部仕上、電気設備、機械設備】 

評価 基  準 

Ａ 20 年未満 

Ｂ 20～40 年未満 

Ｃ 40 年以上 

Ｄ 
経過年数に関わらず著しい劣化事象がある場合 
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   ウ 健全度の算定 

評価結果を次頁の劣化状況調査票（図２-９）にまとめ、健全度を算定します。健全度

とは、建物全体の評価指数で、①部位の評価点と②部位のコスト配分を下表のように定め、

③健全度を 100 点満点で算定します。 

 

 

① 部位の評価点 

 評価点 

Ａ 100 

Ｂ 75 

Ｃ 40 

Ｄ 10 

 

 

 

 

 

 

③ 健全度 

総和（部位の評価点×部位のコスト配分） 

 

※ 100点満点にするためにコスト配分の合計値

で割っています。 

※ 健全度は、数値が小さいほど劣化が進んで

いることを示します。 

 

 

 

  

② 部位のコスト配分 

部位 コスト配分 

1 屋根・屋上 5.1 

2 外壁 17.2 

3 内部仕上 22.4 

4 電気設備 8 

5 機械設備 7.3 

計 60 

※解説書より引用し、一部編集を加えています。 

表２-３：健全度の算定基準 

【健全度の算定例】 

 

1 屋根・屋上  Ｃ  ⇒  40 ×  5.1 ＝ 204 

2 外壁  Ｄ ⇒  10 × 17.2  ＝ 172 

3 内部仕上 Ｂ ⇒  75 × 22.4 ＝1,680 

4 電気設備 Ａ  ⇒ 100  ×   8    ＝  800 

5 機械設備 Ｃ ⇒  40  ×  7.3   ＝  292 

計   3,148  

    ÷60 

健全度    52 

 

 

 

 

 

図 ２‐８：健全度の算定例 

  （部位）                （評価点） 

部位の 
コスト配分
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図 ２-９：劣化状況調査票 

  

年度）

㎡ 地上 階 地下 階

1 屋根 □ アスファルト保護防水 □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ アスファルト露出防水 □ 天井等に雨漏り痕がある

□ シート防水、塗膜防水 □ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝを目視点検できない

□ 既存点検等で指摘がある

2 外壁 □ 塗仕上げ □ 鉄筋が見えているところがある

□ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

□ 金属系パネル □ 塗装の剥がれ

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ タイルや石が剥がれている

□ その他の外壁 （ ） □ 大きな亀裂がある

□ アルミ製サッシ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

□ 鋼製サッシ □ 窓・ドアに錆・腐食・変形がある

□ 断熱サッシ、省エネガラス □ 外部手すり等の錆・腐朽

□ 既存点検等で指摘がある

3 内部仕上 □ 老朽改修

（床・壁・天井） □ エコ改修

（内部建具） □ トイレ改修

（間仕切等） □ 法令適合

（照明器具） □ 校内ＬＡＮ

（エアコン）等 □ 空調設置

□ 障害児等対策

□ 防犯対策

□ 構造体の耐震対策

□ 非構造部材の耐震対策

□ その他、内部改修工事

４ 電気設備 □ 分電盤改修

□ 配線等の敷設工事

□ 昇降設備保守点検

□ その他、電気設備改修工事

５ 機械設備 □ 給水配管改修

□ 排水配管改修

□ 消防設備の点検

□ その他、機械設備改修工事

特記事項（改修工事内容や12条点検、消防点検など、各種点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

健全度

0

部位 修繕・点検項目 改修・点検年度 特記事項（改修内容及び点検等による指摘事項） 評価

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

通し番号

学校名 学校番号

明治33 年度（

構造種別 延床面積 階数

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

工事履歴（部位の更新） 劣化状況
（複数回答可）

棟番号 建築年度

調査日

建物名 記入者

100点

※解説書より引用。 
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  (3) 老朽化調査の結果 

   ア 構造躯体の健全性：『長寿命』『改築』の区分 

過去に実施した耐震診断結果からコンクリート圧縮強度と中性化深度を確認した結果、

長寿命化改修に適さない建物は無く、全て『長寿命』に区分しました。 

耐震診断は、1981（昭和 56）年以前の旧耐震基準で設計した建物に対して実施され

ています。本市の旧耐震基準で設計した建物は、耐震診断で基準以上の耐震性があると判

定されたか、あるいは耐震補強を実施済です。新耐震基準で設計した建物については、現

行の法規制に基づく構造安全性が確保されているとみなしました。 

 

   イ 躯体以外の劣化状況：現地調査の結果 

部位ごとの評価の集計結果を以下にまとめました。 

 

① 小学校 

５部位ともＣ判定（広範囲に劣化）が最も多く、全ての項目で7割以上を占めました。

Ａ判定（概ね良好）は外壁のみで 9％でした。Ｄ判定（早急に対応する必要がある）は屋

根・屋上のみに見られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１０：躯体以外の劣化状況：現地調査の結果（小学校） 
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② 中学校 

屋根・屋上、外壁がＡ判定（概ね良好）又はＢ判定（部分的に劣化）が全体の５割以上

となりました。内部仕上げ、電気設備、機械設備は、小学校と同様にＣ判定（広範囲に劣

化）が多い傾向がみられました。Ｄ判定（早急に対応する必要がある）はありませんでし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１１：躯体以外の劣化状況：現地調査の結果（中学校） 

 

③ 幼稚園・こども園 

機械設備以外は、Ａ判定「概ね良好」又はＢ判定「部分的に劣化」が 8 割以上を占め

ました。Ｄ判定（早急に対応する必要がある）は屋根・屋上のみに見られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１２：躯体以外の劣化状況：現地調査の結果（幼稚園・こども園） 
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第３章 学校施設の目指すべき姿 

学校施設は児童生徒が多くの時間を過ごす場所であり、安全・安心で快適な教育環境の整備が求

められています。また、少子化に伴い児童生徒が減少する中、学校規模の適正化とともに、教育環

境の向上や地域コミュニティの場となることが期待されています。 

本市では、「教育大綱」で「ふるさと郡山に夢と誇りと自信を持ち 未来を拓き 未来に駆ける

心豊かな人づくり」を基本理念に「学校教育の基本方針」で信頼される園・学校づくりの推進を進

めています。これを踏まえ、目指すべき姿を設定しました。 

 

  (1) 安全・安心な学校施設 

   ア 災害対策 

学校施設は、地震による建物被害を最小限に留め、避難所として被災後直ちに機能で

きることが求められます。非常用発電設備、通信設備、非常時の給水システムなど周辺

の公共施設と連携・調整により役割を明確にした上で、必要な機能の整備を検討します。 

 

   イ 防犯・事故対策 

フェンスや防犯カメラによる不審者等の侵入防止対策、バルコニーや屋上の劣化した手

摺りの補修による事故防止対策などにより、安全・安心な施設とします。 

 

  ⑵ 快適な環境の学校施設 

   ア 学習効率の向上に資する快適な学習環境 

近年は、夏季に 35 度以上の猛暑日が複数回観測されており、気候変化に対応した改善

が必要です。温熱環境、さらに光や音の環境に配慮し、快適な学習環境をつくります。 

 

   イ バリアフリーに配慮した環境 

スロープ等の設置により校舎内の段差を解消し、ケガや障がいのある人も円滑に移動で

きる施設とします。また、誰もが利用しやすい設備を備えた多目的トイレの整備などユニ

バーサルデザインの考え方に基づいた施設整備を行います。 

 

   ウ 教職員に配慮した環境 

教職員にも配慮した空間とし、事務負担を軽減し校務を効率化するための ICT 環境な

どを整えます。 

 

  (3) 教育・学習形態の変化に対応した学校施設 

習熟度別学習や少人数学習、ICT 教材の導入など、多様な学習集団・学習方法に対応し

やすい空間づくりをします。また、自発的な学習を促し、仲間とともに切磋琢磨し社会性

を身に付けることに配慮し、児童生徒の主体性を養う空間とします。 
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  (4) 環境に配慮した学校施設 

高断熱化や省エネ化によりエネルギー使用量を削減し、地球環境にやさしい施設としま

す。また、自然の光や風等の自然エネルギーの有効活用や見える化等により、地球環境問

題への関心を高められる施設とします。 

 

  ⑸ 地域と共にある学校施設 

学校施設は、そこに通う児童生徒とともに卒業生、その家族、地域住民も利用する施設

です。あらゆる人が利用しやすい動線やエントランスの整備、安全面に配慮したセキュリ

ティ上の区分など、保護者や地域住民の立ち寄りやすさに配慮した整備が望まれます。 

 

  (6) 安全な食を提供する学校給食センター 

現在、給食センターは、小学校給食センターと中学校給食センターの２施設です。施設

は新しく、学校給食衛生管理基準に則った整備がされています。今後も時代に合わせた安

全・安心な給食の提供、食育を考慮した施設整備を検討していきます。 
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第４章 学校施設整備の基本的な考え方 

 １ 事後保全から予防保全への転換 

『事後保全』とは、不具合等が発生した後で改修等を実施する維持管理方法です。学校施設

を含む公共施設は、これまで事後保全型で維持管理されてきました。一方、『予防保全』とは、

予め計画した時期に、計画した部位の改修等を実施する維持管理方法です。予防保全には、建

物の劣化が著しくなる前に処置することによる改修工事等の程度を軽減する効果と、改修工事

等に要する費用を計画的に平準化する効果があります。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 長寿命化改修等の基本的な方針 

 

既存建物を長く使い続けることにより、中長期的な財政負担の軽減を図ります。 

文部科学省は、長寿命化改良事業の交付金の条件を表４-１のように定めています。交付金

をできるだけ活用することを前提に改修等の基本方針を設定し、効率的に長寿命化を推進しま

す。 

表４-１：長寿命化改良事業の対象となる建物の条件 

区分 長寿命化改良事業 

築年数 建築後 40 年以上経過したもの 

使用年数 今後 30 年以上使用する予定のもの 

条件 構造体の劣化状況等について調査を行い、その結果、工事を要する
と学校設置者が判断するもの。また、コンクリート強度や不同沈下
量、校地環境の安全性等の観点から、長期的に使うことが適切と学
校設置者が判断するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

これまでの維持管理

「事後保全」

不具合が発生してから修繕する。

これからの維持管理

「予防保全」

計画に基づいて修繕する。

図４－１ 事後保全から予防保全への転換 
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 ３ 目標使用年数の設定 

本計画では、長寿命化改修等により建物を長く使い続ける場合の建替え周期を『目標使用年

数』と呼びます。目標使用年数は、建物の維持管理を計画する際に建替え時期を決める目安と

するものであり、目標使用年数を迎えた建物が直ちに使用できなくなるわけではありません。

表４-２は、他の自治体の学校整備における目標使用年数の例です。 

 

表４-２ 他の自治体における学校整備計画の目標使用年数の例（各自治体公表資料より） 

自治体 目標使用年数（鉄筋コンクリート造） 

愛知県Ｎ市 80 年 

愛知県Ｔ町 80 年 

愛知県Ｎ市 80 年 

神奈川県Ｋ市 80 年 

滋賀県Ｍ市 80 年 

 

「建築物の耐久計画に関する考え方」（日本建築学会）では、建物の用途別、構造種別・品

質別に「建築物全体の望ましい目標耐用年数の級」を表４-３のように設定しています。同表

によると学校施設の場合、普通の品質の鉄筋コンクリート造及び重量鉄骨造の建築物の望まし

い目標耐用年数の級は、どちらも「Y。60（50～80 年）」です。 

 

表４-３ 建築物全体の望ましい目標耐用年数の級（「建築物の耐久計画に関する考え方」より） 

構造 

種別 

 

用途 

鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄 骨 造

ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 造 

れんが造 
木造 

重 量 鉄 骨

軽量鉄骨 高 品 質 の

場 合

普通の品質

の 場 合 

高 品 質 の

場 合

普通の品質

の 場 合

学 校 

官 庁 
Y。100 以上 Y。60 以上 

Y。100 以

上 
Y。60 以上 Y。40 以上 Y。60 以上 Y。60 以上

住 宅 

事務所 

病 院 

Y。100 以上 Y。60 以上 
Y。100 以

上 
Y。60 以上 Y。40 以上 Y。60 以上 Y。40 以上

店 舗 

旅 館 

ホテル 

Y。100 以上 Y。60 以上 
Y。100 以

上 
Y。60 以上 Y。40 以上 Y。60 以上 Y。40 以上

工 場 Y。4 0 以上 Y。25 以上 Y。40 以上 Y。25 以上 Y。25 以上 Y。25 以上 Y。25 以上

 
Y。 40 は、代表値を 40 年、範囲を 30～50 年とした目標耐用年数の級を表す。 

Y。 60 は、代表値を 60 年、範囲を 50～80 年とした目標耐用年数の級を表す。 

Y。 100 は、代表値を 100 年、範囲を 80～120 年とした目標耐用年数の級を表す。 

 

本計画では、学校施設の目標使用年数を、表４－３における鉄筋コンクリート造及び重量鉄

骨造の学校施設の目標耐用年数Ｙ。60 の最大値である 80 年とします。 
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 ４ 改修周期の設定 

建物を構成する部材には、使用部位や材質に応じた耐用年数の目安があり、計画的に更新す

ることが建物の機能を維持しながら寿命を延ばすことにつながります。屋根防水や外部塗装、

設備機器等は、耐用年数が 15～20 年程度のものが多いことから、本計画では建物の改修周

期を 20 年とします。 

20 年程度の周期で計画的に改修することにより、老朽化を改善するとともに、社会的要求

水準の変化にも適応しながら、建物を長く使い続けます。表４－４に標準的な改修時期と工事

内容を示します。 

表４-４：鉄筋コンクリート造又は鉄骨造の建物の改修時期と工事内容 

改修時期 事業区分 工事内容 

20 年目～ 大規模改造 内外装・設備の更新 

40 年目～ 長寿命化改修 躯体の長寿命化工事注１、内外装・設備の更新 

60 年目～ 大規模改造 内外装・設備の更新 

80 年目～ 改築 既存建物の解体、建物の新築 

注１ 躯体の長寿命化工事：コンクリートのひび割れや欠損の補修、コンクリートの中性化抑制対策、鉄骨の腐食防止

対策等の工事。 

 

 ５ 長寿命化改修できない建物の改築時期の設定 

建築後 40 年を過ぎていて、計画上長寿命化改修をできない建物については、表４－３にお

ける鉄筋コンクリート造及び重量鉄骨造の学校施設の目標耐用年数Ｙ。60 の代表値である

60 年で改築を検討します。 

 

 ６ 城址会館（木造の歴史的建造物） 

  (1) 城址会館 

城址会館は、1908（明治 41）年 10 月 30 日に竣工した旧県立図書館を移転保存した建

物で、築 100 年を超える木造２階建て（延床面積 688 ㎡）の県指定文化財注１です。1970

（昭和 45）年に郡山城跡に移築され、市民会館として使用された後、現在は学科指導教室

（ＡＳＵ）などに活用されています。 

注１ 県指定文化財：1997（平成９）年３月 21 日指定 

 

  (2) 学校施設整備計画における取り扱いについて 

本計画における学校施設の長寿命化は、主に鉄筋コンクリート造や鉄骨造の建物を中心に策

定しています。城址会館は、築 100 年を超えた木造建築物であり、かつ県指定文化財である

ことから、通常の長寿命化とは異なります。城址会館は、本市が保有する有効な観光資源の一

つとして考えており、今後は保存手法、木造建造物の耐震診断及び耐震補強工事・大規模改造

工事などの検討が必要です。 

 

  (3) 今後の利活用について 

城址会館については、県指定の文化財でもあることから、多様な活用も考えながら、使い

続ける方向で検討します。  
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第５章 基本的な方針を踏まえた施設整備の水準等 

 １ 改修等の整備水準 

 長寿命化改修は躯体等の構造安全性の確保と併せ、児童生徒にとって安全・安心で快適な

生活環境や学習環境の改善を目的とし、児童生徒数の動向、本市の財政事情などを考慮した

計画的かつ効率的な施設整備とします。そこで、各学校施設の個別計画に一定の質を確保す

る目的で長寿命化改修の整備水準を設定します。 

 

⑴ 老朽化に係る整備項目 

 建物の外部・内部仕上げ、設備などの経年による劣化や機能低下を長寿命化改修により改

善します。建物は築年数や老朽化の程度が個々に異なるため、改修内容は劣化状況調査の結

果を踏まえて設定します。 

 

   ア 屋上防水および屋根改修 

① 屋上防水は、高耐久性の材料・工法を選定します。 

② 屋上防水は、断熱性向上を考慮して選定します。 

③ 笠木、ルーフドレン等は、劣化度に応じて改修します。 

④ 金属屋根は、劣化度に応じて塗装改修、又は葺き替えを検討します。葺き替える場合は、

高耐久性な材料を選定します。 

    

屋上防水改修例 金属屋根改修例 

   

既存防水層を残したシート防水か

ぶせ工法の例。撤去工法に比べて

工期短縮が可能となる。 

改質アスファルト防水の例。コン

クリートによる押え仕上げを施せ

ば耐用年数が更に長くなる。 

耐久性の高いガルバリウム鋼板を

用いた金属屋根の例。塗り直しは

約 15 年ごとに行う。 

図 ５-１：屋上防水および屋根改修の工法（「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」より） 

 

   イ 外壁・外部建具改修 

① コンクリートのひび割れや欠損などを補修します。 

② 樹脂製塗装などで水分や二酸化炭素等の浸入を防ぐ等、コンクリートの中性化抑制対策

を検討します。 

③ アルミサッシ等の外部建具は、劣化度に応じて、補修又は更新します。 

④  ガラスは、安全性と断熱性を考慮して選定します。 

⑤  外壁・外部建具周りのシーリングを更新します。 
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中性化抑制対策例 外部建具改修例 強化ガラス 

   

躯体に薬剤を塗布し、中性化したコン

クリートの改質強化、クラックの抑制

効果が得られる。 

既存のサッシ枠に新しいサッシ枠を取

り付けるカバー工法。撤去工法に比べ

て工期短縮が可能となる。 

通常の板ガラスに比べ強度が高く、割

れても破片が粒状になり、児童や生徒

が怪我をしにくい。 

図 ５-２：外壁・外部建具改修の工法・材料 

  ウ 内装改修 

① 内装仕上材は、防汚性、耐水性、耐摩耗性等、使用場所に合った性能の材料を選定します。 

② 使用する材料は、ホルムアルデヒド等注 1の人体に有害な物質を含まない材料とします。 

③ 防火区画や使用する材料の防火性能等は、現行の建築基準法に適合するものとします。 

④ 劣化状況調査結果より、耐用年数未満や老朽化の程度が軽微なものは、部分補修等により再

使用します。 

 
普通教室改修例 間仕切壁改修例 床フローリング改修例 

   

白を基調とした明るい教室。天井は吸

音性に優れた岩綿吸音板仕上げとし、

教室内の音環境を向上する。 

衝撃にも強いスチール製間仕切壁。工

事工程が少なく、パネルパターンやド

アなど様々な組合せが可能となる。 

床フローリング表面の傷んでいる部分

をサンダー掛けし、ワックスを塗布す

る。 

図 ５-３：内装改修の例 

注１ ホルムアルデヒド等：揮発性有機化合物。厚生労働省ではホルムアルデヒド、トルエン、キシレンなど 13 種につい

て、室内濃度指針値を定めている。 

 

  エ 電気設備改修 

① CO2 の削減やランニングコストの低減に配慮した省エネ効果の高い機器を選定します。 

② 使用する器具の種別は最小限にする等、維持管理を容易にします。 

③ 照明点滅系統の細分化や人感センサー等の工夫等により、省エネ効果の高い工法を検討し

ます。 

④ 劣化状況調査結果より、耐用年数未満や老朽化の程度が軽微なものは、部分補修等により

再使用します。 
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  オ 機械設備改修 

① CO2 の削減やランニングコストの低減に配慮した省エネ効果の高い機器を選定します。 

② 維持管理の容易さに配慮して空調方式を選定します。 

③ 劣化状況調査結果より、耐用年数未満や老朽化の程度が軽微なものは、部分補修等により

再使用します。 

 

LED 照明改修例 人感センサー設置例 節水型トイレ 

  

 

通常の蛍光灯よりも明るく、消費電力

も少ない。また、寿命が長いため交換

頻度が少ない。 

トイレ等に人感センサーを設けること

で照明の切り忘れを防止し、省エネル

ギー化を図る。 

従来の便器に比べて洗浄水量の少ない

節水型機器を採用することで大幅に水

使用量が削減できる。 

図 ５-４：設備改修の例 

左：「新たな学校づくりのアイディア集」より 中央：「環境を考慮した学校施設の整備推進エコスクールパイロット・モデル事

業事例集」より 右：「環境に配慮した学校施設の整備推進のために」より 

 

⑵ 安全に係る整備項目 

   ア 防犯対策 

① 不審者の侵入防止や抑止対策を検討します。 

② 警察や消防等への緊急通報設備等を検討します。 

 

   イ 防災機能の強化 

① 大和郡山市地域防災計画に沿った整備を行います。 

② 地震時に天井落下防止対策、書棚やロッカー等の転倒防止や壁掛式放送機器等の落下防止

対策を検討します。 

③ 窓ガラスの飛散防止対策を検討します。 

 

   ウ バリアフリー改修 

① スロープ等で校舎内外の段差を解消します。 

② 障がいのある方や高齢者等にも配慮した多目的トイレを整備します。 

 

⑶ 機能向上に係る整備項目 

   ア 教育環境の向上 

① 少人数学習等、多様な学習展開を考慮して検討します。 

② ＩＣＴ環境の整備に努めます。 
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   イ トイレ改修 

① 清潔で明るいトイレを整備します。 

② 大便器は洋式、床は乾式を原則とします。 

③ その他衛生器具は、使いやすさやメンテナンスを考慮し選定します。 

 

⑷ 環境に配慮した整備項目 

   ア 負荷低減・省エネルギー 

① 屋根、外壁の断熱性能を向上します。 

② 木材やリサイクル建材などの環境負荷の少ない資材の活用を検討します。 

③ 維持管理の容易で高耐久な資材・機器を選定し、長寿命化を図ります。 

④ 設備機器は、高効率で省エネルギーに配慮して選定します。 

 

   イ 自然エネルギーの活用 

① 自然通風の効率的に活用する方法を検討します。 

② 自然採光を取り入れ、明るい室内環境を整備します 

 

⑸ 給食センター 

 改修等の整備水準は校舎に準じることとしますが、給食センターは既に環境負荷低減等の

様々な技術を導入し、食物アレルギーへの対策、食育対応を行っています。今後も学校給食

衛生管理基準に準拠して、調理機器や設備機器の選定や施設整備を行います。 
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図 ５-５：改修のイメージ 
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第６章 施設整備の実施計画策定 

１ 学校施設の施設整備の優先順位の検討  

   優先順位の考え方 

 建物の建築年による築年度点と健全度点から建物別の優先順位点を設定します。その上

で、学校ごとの優先順位を決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-１：優先順位の考え方 

 

  

優先順位の考え方 

 築年度点

築年数に応じ「築年度点」（100 点満点）を算出します。 
 築年度点＝（４９－築年数）×１００／４９で算出します。 

    例）郡山南小学校 南棟 築４７年の場合 

      築年度点＝４ 

 健全度点

劣化評価によって「健全度点」（100 点満点）を算出し 
ます。 点数が小さいと 

劣化が進んでいる 

 優先順位点 

「築年度点」と「健全度点」を合計し「優先順位点」（200 点満点）を算出します。 

    例）郡山南小学校 東館 築４７年 築年度点４ 健全度点４５点 の場合 

      → 築年度点４+健全度点４５＝優先順位点４９点 

    以上の方法で建物の「優先順位点」を設定します。 

点数が小さいと 

老化が進んでいる 

 学校ごとの優先順位点 

学校ごとに各棟の「優先順位点」と「床面積の延床面積に占 

める割合」を掛けた総和を算出します。 

（例） 

＝
（ 棟点数 面積） （ 棟点数 面積） （ 棟点数 面積）

学校の総延床面積
 

＝
（ 点 ㎡） （ 点 ㎡） （ 点 ㎡）

㎡ ㎡ ㎡
 

＝55 点 
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 ２ 長寿命化改修による実施計画 

  (1) 従来型施設整備と長寿命化型施設整備のコスト比較 

 これまでの学校施設は事後保全により、不具合が生じた箇所を部分的に改修しながら建築

後 40～50 年まで使われ、建て替える（改築する）ことが一般的でした。この整備手法を

『従来型施設整備』と呼びます。本計画では、学校施設を予防保全により、計画的に維持管

理しながら 80 年程度以上使うことを目指します。この整備手法を『長寿命化型施設整備』と

呼びます。ここでは、従来型と長寿命化型の整備手法についてコスト比較をします。 

 

  ア 従来型施設整備の条件設定 

 表６-１に、従来型施設整備のコスト算定の条件を示します。コスト算定は、「学校施設

の長寿命化計画策定に係る解説書付属エクセルソフト」（以下、付属ソフト）を使用して行

います。 

表 ６-１：従来型施設整備のコスト算定の条件 

計画期間  2019 年から 2058 年までの 40 年間 

整備順序 築年数順とし、建築後 20 年程度に大規模改造、50 年程度に改築する。 

対象施設 小学校11校、中学校5校、幼稚園11園（こども園含む）、給食センター2施設

工事単価 
改築工事 33 万円／㎡ 

大規模改造工事 13.2 万円／㎡（33 万円/㎡×40％） 

維持修繕費 直近５年間の維持修繕費の平均 0.7 億円/年を毎年計上する。 

    

イ 従来型施設整備のコストの見通し 

 従来型施設整備のコストの見通しを、図６-２に示します。40 年間の総事業費は 529

億円で平均年間事業費は平均 13.2 億円/年となります。直近５年間の施設関連経費平均

6.8 億円/年に対して約 1.9 倍のコストが掛かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-２：従来型施設整備によるコストの見通し  

40 年間の総額 

529 億円 

40 年間の 

平均 13.2 億円/年

直近５年間の施設関連経費 

平均 6.8 億円/年 

1.9 倍 

直近５年間の施設関連経費との比較↓ 

実績値 推計値 

改築 大規模改造 維持修繕費施設整備費 2018 年度予算
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  ウ 長寿命化型施設整備の条件設定 

 長寿命化型施設整備のコスト算定の条件を表６－２に示します。 

表 ６-２：長寿命化改修に要する事業費の算定条件 

計画期間 2019 年から 2058 年までの 40 年間。 

整備順序 

築年数順とし、建築後 20 年程度に大規模改造、40 年程度に長寿命化改修、60

年程度に大規模改造、80年程度に改築する。長寿命化改修を実施すると築年数

が 80 年を大幅に超える施設は建築後 60 年で改築する。 

（ただし、長寿命化改修工事の着手時点で既に築 50 年に近い建物は築 60 年目

の大規模改造を省略する。） 

対象施設 小学校 11 校、中学校 5校、幼稚園 11 園（含こども園）、給食センター2施設 

工 事 費 

長寿命化

改修工事 

校舎棟 19.8 万円／㎡（33 万円/㎡×60％） 

屋内運動場 19.8 万円／㎡（33 万円/㎡×60％） 

大規模改修工事 13.2 万円／㎡（33 万円/㎡×40％） 

改築工事 33 万円／㎡（「公共施設等更新費用試算ソフト」

一般財団法人地域総合整備財団による） 

維持修繕費 直近５年間の維持修繕費の平均 0.7 億円/年を毎年計上する。 

 

  エ 長寿命化型施設整備のコストの見通し（平準化前） 

 長寿命化型施設整備のコストの見通しを、図６-３に示します。40 年間の総事業費は

506 億円、平均年間事業費は平均 12.7 億円/年となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-３：長寿命化型施設整備のコストの見通し 

従来型から長寿命化型に移行することによる施設整備のコスト縮減は、40 年間の総額で

23 億円となりました。 

 

 

  

1.9 倍 

40 年間の総額

506 億円

直近５年間の施設関連経費との比較↓ 

40 年間の 

平均 12.7 億円/年 

直近５年間の施設関連経費

平均 6.8 億円/年 

実績値 推計値 

改築 大規模改造 維持修繕費 施設整備費 長寿命化改修 2018 年度予算

85.68 
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  (2) 工事の実施方法 

 改修工事等の実施方法として、（1）仮設校舎を使用する方法（2）夏休み中心に工事を実

施する方法（3）余裕教室を活用する方法（4）廃校舎を活用する方法等が考えられます。 

表６－３に（1）～（4）の４つの方法をまとめました。 

 

表６-３：工事の実施方法の概要と特徴 

 
（1）仮設校舎を使用 （2）夏休み中心に工事 （3）余裕教室を活用 （4）廃校舎を活用 

イ 

ラ 

ス 

ト 

    

概

要 
仮設校舎を敷地内（校庭

等）に設置し、工事範囲の

教室等を空けて工事を実施

する。 

夏休み期間を中心に工事

を行う。大きな騒音や室

内に影響のある作業は夏

休み期間に実施し、授業

期間中は影響の少ない作

業を実施する。 

余裕教室が一定数ある場

合、教室を移転させなが

ら順番に工事を行う。 

近隣に廃校舎等がある場合

に、工事期間中の仮校舎と

して利用して既存施設の工

事を実施する。 

長

所 
① 工事の効率が良く工事

を一括して行える。 
② 学校で利用する範囲と

工事範囲が区分しやす

い。 

① 児童生徒の生活環境

の変化が少ない。 
② 授業期間中の工事の

影響を抑えられる。 

① 仮設校舎を用いるこ

となくスケルトンの

状態で改修工事がで

きる。 
 

① 学校運営と別の場所で工

事するため、児童生徒の

安全性が確保できる。 
② 工事の効率が良い。 
③ 廃校舎の有効活用ができ

る。 
短

所 
① 工事期間中の児童生徒

の安全対策が必要。 
② 児童生徒の生活環境が

変わる。 
③ 校庭が狭くなる。 
④ 授業期間中にも工事が

実 施 さ れ る た め 、 騒

音・粉塵等の影響を考

慮する必要がある。 
⑤ 仮設校舎の設置費用が

かかる。 

① 工事期間中の児童生

徒 の 安 全 対 策 が 必

要。 
② 工事できる期間が限

られるため、複数年

にわたる工事となる

場合がある。 

① 工事期間中の児童生

徒 の 安 全 対 策 が 必

要。 
② 工事を行う時期は余

裕教室の発生に合わ

せる必要がある。 
③ 校舎内の引越が必要

となる。 

① 通学距離が長くなった

り、送迎バスが必要とな

る可能性がある。 
② 児童生徒の生活環境が変

わる。 
③ 廃校舎の修繕・清掃費

用、備品の引越し等が必

要である。 
④ 建設時期や、通学距離な

ど条件が合わない場合が

ある。 

工事の実施方法については、児童生徒の安全を確保すること、及び授業等の学校運営への

配慮が最も重要です。それぞれに長所・短所があるため、学校施設の規模や周辺環境、本計

画全体を考慮し、各学校が置かれる条件により採用方式を決めることとします。 

  

改修後

改修前

工事中

改修後 

改修前 

仮設校舎 工事中 

廃校舎等 

改修後 

改修前 

工事中 

余裕教室棟
改修前

工事中

改修後
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 ３ 学校施設の整備実施計画 

  (1) 40 年間の実施計画（平準化後） 

長寿命化改修工事等を築年数に応じて実施した場合、前掲の図 6-3 のように特定の年度に

工事が集中します。そこで、事業費の目安を平均 10 億円／年以下として平準化する計画を図

6-4 に示します。 

40 年間の総額としては、図 6-3 よりも 111 億円少ない総額となりますが、床面積の割合

で計画対象の 19％は計画期間後での計画となります。また、計画期間が長期であるため施設

の劣化状況に合わせて、中期・後期で整備時期を見直すことがあります。 

 

表 ６-４：長寿命化改修に要する事業費の算定条件 

計画期間 2019 年から 2058 年までの 40 年間 

整備順序 

築年数に優先度順位を加味した順番で長寿命化改修を行う。長寿命化改修を見

送る建物は築 60 から 65 年程度で改築する。長寿命化改修や改築を行った建物

はその 20 年程度後に大規模改造を行う。 

2024 年度以降、平均 10 億円/年以下となる様に計画する。 

（ただし、長寿命化改修工事の着手時点で既に築 50 年に近い建物は築 60 年目

の大規模改造を省略する。） 

対象施設 小学校 11 校、中学校 5校、幼稚園 11 園（含こども園）、給食センター2施設 

工 事 費 

長寿命化

改修工事 

校舎棟 19.8 万円／㎡（33 万円/㎡×60％） 

屋内運動場 19.8 万円／㎡（33 万円/㎡×60％） 

大規模改修工事 13.2 万円／㎡（33 万円/㎡×40％） 

改築工事 33 万円／㎡（「公共施設等更新費用試算ソフト」

一般財団法人地域総合整備財団による） 

維持修繕費 直近５年間の維持修繕費の平均 0.7 億円/年を毎年計上する。 

工事の実施方法 

余裕教室が少なく、また、近傍に廃校舎がない場合に、仮設校舎を使わずに工

事を行う方法として、表 6-3 の（２）夏休みを中心に工事を実施する方法とす

る。1校あたり３年程度かけて工事を実施する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６-４：長寿命化型施設整備の平準化案  

40 年間の平均 

平均 9.9 億円/年 

直近５年間の施設関連経費 

平均 6.8 億円/年 

40 年間の総額 

395 億円 

事業費の平準化 

1.5 倍 

直近５年間の施設関連経費との比較↓

実績値 推計値 

改築 大規模改造 維持修繕費 施設整備費 長寿命化改修 2018 年度予算
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  ⑵ 今後５年間の実施計画 

今後５年間の改修工事の実施計画を表６－５にまとめました。 

2019 年度に屋上防水改修、外壁改修、小学校のエアコン改修を実施するほか、2019～

2023 年度にその他の設備改修に先行着手する予定です。また、2024 年度以降には、長寿 

命化改修工事を、築年数や健全度から優先順位を設定し、学校ごとに実施していく予定で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年度 2019 2020 2021 2022 2023 

屋上防水改修 

313         

6 校  

外壁改修 

370         

3 校  

設備改修 

1692 420 240 240  240 

エアコン改修 11 校 
その他の設備改修

1 校 

エアコン改修 8 園
その他の設備改修

1 校

その他の設備
改修２校

その他の設
備改修２校 

その他の設
備改修２校

その他の維持修繕費 70 70 70 70 70

合計 2445 490 310 310  310 

単位（百万円）表 ６-５：今後５年間の実施計画 

※表の数値には、調査・設計委託費、工事監理委託費は含まない。 

※上段は工事費、下段は当該年度の工事を実施する対象校数を表す。 

※その他の維持修繕費は直近５年間の実績値の平均額。 
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第７章 施設整備計画の継続的運用方針 

 １ 施設の状態の把握と記録の蓄積 

予防保全による維持管理には、学校施設の状態を正確に把握するための点検・調査が欠かせ

ません。学校施設の主な点検・調査には、専門業者が行う建築基準法第 12 条点検や設備機器

の定期点検等がありますが、学校施設管理者や学校設置者が日常点検や老朽度調査を行うこと

で老朽箇所や危険箇所を早期発見し、必要な修繕を速やかに実施することが可能になります。

学校施設カルテ・公共施設データベースを整備し、定期点検の結果等を蓄積・更新していくこ

とで、老朽化の進捗度合いを反映した改修メニューや改修時期に適宜見直すこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７-１：維持管理の体制と方法 

 

表７-１:点検項目の例 

建築基準法第 12 条点検及び劣化状況点検 

１ 敷地及び地盤 敷地の崩落や地盤の沈下などの不具合 

２ 外壁 外壁、窓・ガラス、エキスパンション・ジョイントなどの状況点検 

３ 屋上・屋根 屋根・防水層等の劣化、棄損などの点検 

４ 建物内部 天井、内壁、収納棚などの点検 

５ 避難施設等 階段の劣化、進路妨害などの状況確認、避難用はしごなどが正常に動作するかの点検 

６ 建築設備 照明器具、設備機器、エレベーター、テレビなどの設置状況の点検 

     

表 ７-２：点検・調査の実施時期 

点検・調査 調査者 
実施年 

1 2 3 4 5 6 7 8 以降

定
期
点
検 

建築基準法 

第 12 条点検 

設備
以外 

専門業者 ●   ●   ●  
⇒ 

継続

設備 専門業者 設備機ごとの定期点検 
⇒ 

継続

劣化状況点検 
専門業者 

学校施設管理者
●   ●   ●  

⇒ 
継続

随時点検 
学校施設管理者

学校設置者 
● ● ● ● ● ● ● ● 

⇒ 
継続

  

定期点検 

学校施設管理者 

法定点検 

建築基準法第 12 条点検 

・消防点検等 

点検 

※危険箇所は先行して修

繕対応 
老朽度評価等 

老朽度評価のほか、

工事履歴等を更新 

※教育委員会が 

  データを管理 

改修メニュー

実施時期等の

見直し 
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 ２ フォローアップ 

本計画は、長期にわたるものであり、この間に本市の上位計画の追加・見直しや建築等の関

連法規・制度の改訂が行われることが想定されます。また、事業の推進体制や整備水準等につ

いては、実施する工事の状況や改修・改築後の運用状況により、適宜改善していく必要があり

ます。このため、本計画は中期・後期において、劣化の状況に応じて見直しを行うこととしま

す。 

 

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７-２：フォローアップ 

 
 
  

・改修計画に則って整

備事業をすすめる。 

・緊急の対応が必要な

整備などが発生した場

合は計画を見直す。 

前期 

0～10 年目 

・前期事業の進捗、劣

化の進行状況に応じ

て、計画を見直す。 

・上位計画の見直しや

関連法規の改正などで

早急に対応すべきもの

は計画を見直す。 

中期 

11～30 年目

・中期事業の進捗、劣

化の進行状況に応じ

て、計画を見直す。 

・上位計画の見直しや

関連法規の改正などで

早急に対応すべきもの

は計画を見直す。 

 

後期 

31～40 年目 
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第８章 むすび  

 

学校施設は、子ども達が一日の大半を過ごす場であるとともに、地域の避難所として、過去数年

は建物の耐震化を優先的に進めて参りました。高度経済成長期の人口増加を背景に拡充された学校

施設が一斉に老朽化し、今後は、建物の機能改善及び教育の場としての質の向上が求められます。

人口構成の変化、特に生産年齢人口の減少による税収減と、老年人口比率の上昇による社会保障関

係の義務的経費の増大により、学校の施設関連経費は今後さらに厳しくなるものと予想されます。

こうした状況を背景に、学校にも施設の維持管理マネジメントの重要性が高まっています。近年、

全国の自治体では、学校とその他の公共施設との複合化や統廃合、PFI 等の新たな事業手法の導入

など、効率化や合理化に向けた様々な取り組みが現れ始めています。今後、本市においても、同様

の取り組みへの検討も行いながら、教育の場としての質の維持に向けた学校施設の整備を進めて参

ります。 
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・大和郡山市公共施設等総合管理計画（平成 29 年３月 大和郡山市） 

 

 

 

 

 

 

  



大和郡山市学校施設整備計画 

平成 31 年４月 

発行 大和郡山市教育委員会事務局 教育総務課 

〒 639-1198 奈良県大和郡山市北郡山町 248-4 

TEL：0743-53-1151 

FAX：0743-52-3211 

URL：https://www.city.yamatokoriyama.nara.jp 


